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啓発動画「『誰か』のこと  じゃない。」

■疾病患者に対する差別待遇に関する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数

令和元年 令和２年

44

令和３年

68

令和４年

49

令和５年

24疾病患者（ハンセン病患者等
を除く。）に対する差別待遇 15

❾ ハンセン病患者・元患者やその家族❽ 感染症

　ハンセン病は、「らい菌」に感染することで起こる感染症ですが、「らい菌」
の感染力は弱く、非常に伝染しにくい病気です。仮に感染したとしても発病す
ることは極めてまれで、現在では治療法も確立しているため、万一発病して
も、早期に発見し適切な治療を行えば後遺症が残ることもありません。しか
し、かつて我が国で採られた強制隔離政策により、ハンセン病は恐ろしいとい
う誤った理解が国民の間に広まったことで、ハンセン病患者・元患者やその家
族は、社会からのいわれのない差別や偏見の対象となってきました。 
　平成13年５月、国のハンセン病政策の転換が遅れたことなどの責任を問う
「らい予防法違憲国家賠償請求訴訟」に対し、国の責任を認める熊本地方裁判所
判決が出されました。この
判決以後、政府は、平成
20年６月に成立した「ハ
ンセン病問題の解決の促進
に関する法律」をも踏ま
え、ハンセン病に関する正
しい知識の普及啓発等に取
り組んできました。 
　しかし、偏見や差別の根
絶には至らず、令和元年６月には、患者・元患者の家族が偏見や差別の被害等を
訴えた「ハンセン病家族国家賠償請求訴訟」に対し、国の責任を認める熊本地方
裁判所判決が出されました。これを受けて、同年７月に公表された「ハンセン病
家族国家賠償請求訴訟の判決受入れに当たっての内閣総理大臣談話」では、患
者・元患者のみならず、家族に対しても、社会において極めて
厳しい偏見、差別が存在し、患者・元患者とその家族が苦痛と
苦難を強いられてきたことに対し、政府としての深い反省とお
わびが示されるとともに、家族を対象とした新たな補償の措置
を講ずること、関係省庁が連携・協力し、患者・元患者やその
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ハンセン病患者・元患者やその家族に対する偏見や差別は、今なお社会
に根深く残っています。この偏見や差別を解消するには、ハンセン病に
関する正しい知識と、ハンセン病患者・元患者やその家族が置かれてい
る現実を理解することが必要です。
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●内閣府「人権擁護に関する世論調査」 （令和４年８月調査）から
あなたが、ハンセン病患者・元患者やその家族に関し、体験したことや、身の回りで
見聞きしたことで、人権問題だと思ったことはどのようなことですか。複数回答（％）
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ハンセン病療養所の外で自立した生活を営むのが困難なこと【22.2％】
交際や結婚を反対されること【19.3％】
職場、学校などで嫌がらせやいじめを受けること【17.4％】
じろじろ見られたり、避けられたりすること【17.2％】
差別的な言葉を言われること【16.7％】
就職・職場で不利な扱いを受けること【16.3％】
治療や入院を断られること【10.3%】
宿泊などの施設の利用や、店舗などへの入店を拒否されること【7.6%】
アパートなどへの入居を拒否されること【7.5%】
特にない【55.5%】
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　HIV（ヒト免疫不全ウイルス）は、感染力が弱く、日常生活においては、性行
為以外で感染することはありません。また、治療法の進歩により、仮にHIVに感
染したとしても、早期発見及び早期治療を適切に行うことで、エイズの発症を予
防し、他人への感染リスクも大きく低下させることができます。
　肝炎は、その多くがＢ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルスに起因するもので、
主に血液や体液を介して感染します。感染を予防するためには、血液や体液が付
いた器具を共用しないこと、血液や体液が傷や粘膜に直接触れるのを防ぐことが
重要であり、このほかに普段の生活の中で感染することはありません。
　しかし、これらの正確な情報が十分に理解されていない結果として、偏見や差
別に苦しんでいる感染者や患者、その家族等も少なくありません。
　令和５年５月に感染症法上の位置付けが５類感染症に移行された新型コロナウ
イルス感染症に関連して、感染者や医療従事者等への偏見・差別を始めとする
様々な人権問題が発生しました。このような状況を踏まえ、令和３年２月、「新
型インフルエンザ等対策特別措置法」に患者等に対する差別的取扱いの防止に係
る国及び地方公共団体の責務を定める規定が設けられました。
　政府は、感染症に関連する偏見や差別をなくすため、感染症についての正しい
知識の普及啓発を行っています。
　法務省の人権擁護機関でも、感染症に関連
する偏見や差別をなくすために、人権啓発活
動や人権相談、調査救済活動に取り組んでい
ます。

感染症に対する知識や理解の不足から、社会生活の様々な場面で、差別
やプライバシー侵害などの人権問題が発生しています。感染症について
の正しい知識を持ち、この問題についての関心と理解を深めていくこと
が必要です。




